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2012年５月９日
　政治フォーラム会員　　様
各　地方本部執行委員長　　様
　　市町村単組執行委員長　　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　　潔
（自治体政策部）
６月議会における意見書採択の取り組みについて
　日頃から職場・地域におけるご奮闘に対し心より敬意を表します。
　2012年６月の地方議会における意見書採択につきましては、①「地方財政の充実・強化を求める意見書」②「けいれん性発声障害（ＳＤ）の研究・治療等の推進を求める意見書」の２つを取り組むことといたします。地方自治法第99条による議会議決採択を求める意見書の提出に取り組み、議会対策の一環として、組織内・連合推薦議員をはじめとする自治体議員への対策を進めるよう要請いたします。
　なお、連合北海道を通じて、各地区連合にも同様の「意見書の取り組み」が提起されています。自治労単組が中心となった取り組みをお願いします。
記
１．意見書の採択について
（１）意見書名
　　　　①「地方財政の充実・強化を求める意見書」
②「けいれん性発声障害（ＳＤ）の研究・治療等の推進を求める意見書」
（２）実施期間　　各市町村における2012年６月議会での採択をめざします。
（３）実施方法　　地方自治法第99条による意見書の提出とします。
　　　　　　　　　　　①の意見書について地方交付税法第17条の４第１項の規定による提出の場合は、首
長から道を通じて総務大臣に意見を申し出ることとなります。算定方法に対する
意見については、各自治体の実情にあわせた作成をお願いします。
（４）実施単位　　北海道議会、各市町村議会
　　　　　　　　　　　意見書は、議会議事運営委員会までに議会事務局に直接提出が主だと思います。地区連合会長名での提出を進めて下さい。その際、推薦議員などに協力を求めて説明などの協力をお願いし、推薦議員がいない場合は、そのまま議会事務局へ提出し議運判断として下さい。
（５）意見書　　別紙のモデル案を参考に各自治体の実情にあわせ作成をお願いします。
（６）報　　告　　取り組み結果を7月27日（金）までに道本部自治体政策部まで、採択された場合は、そのコピーを添えて郵送もしくはFAXで報告をお願いします。
　　　　　　　　《送付先》　〒060-0806　札幌市北区６条西７丁目　自治労会館２階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部　自治体政策部
　　　　　　　　《FAX番号》　011－700－2053
（７）その他　　　説明の参考資料については、作成次第後日送付いたします。
　不明な点は、道本部自治体政策部（相内・高田）まで連絡をお願いします。
以　上
６月議会における意見書採択・報告書
《報告期限》2012年7月27日（金）必着
《報告先》〒060-0806　札幌市北区６条西７丁目　自治労会館２階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部　自治体政策部あて
　　　　　　　　FAX：011－700－2053
	単組名
	
	報告者名
	


①「地方財政の充実・強化を求める意見書」
	意見書の採択の有無
	有　　・　　無


· 採択された場合は、有に○をされなかった場合は、無に○を記載して下さい。
	意見書採択日
	２０１２年　　　月　　　日


②「けいれん性発声障害（ＳＤ）の研究・治療等の推進を求める意見書」
	意見書の採択の有無
	有　　・　　無


· 採択された場合は、有に○をされなかった場合は、無に○を記載して下さい。
	意見書採択日
	２０１２年　　　月　　　日


2012年5月9日
2013年度地方財政の充実・強化の自治体意見書提出の進め方
自治労北海道本部総合政策局
１．取り組みの目的
　政府予算・地方財政全体の予算スケジュールは、７月から８月期に各省庁の予算の概算要求基準が決定され、これを受けて12月末までに政府として政府予算編成作業が行われます。
　　地方財政全体のスケジュールも７月の概算基準、12月末の財務省・総務省との協議を経て、地方財政計画が閣議決定され、この地方財政計画をもとに地方税、地方交付税法など、必要な税財政の改正に向けた国会審議が行われます。
　　このため、解散供給基準の時期に照準を合わせ、地方財政の充実・強化に向けて、政府・国会に意見反映を強める必要があります。特に震災による予算確保の動向が不透明な状況からもすべての自治体での取り組みが重要になります。意見書のモデル案は別紙の通りですが、各自治体の実情にも違いがあると考えますので、その実情に応じた内容での取り組みを要請いたします。
２．意見書提出の根拠
　　連合北海道を通じての取り組みとしていることから、地方自治法99条に基づく議会による意見書採択を行い、以下の提出先に提出します。
	《意見書の提出先》
　内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、内閣特命担当大臣（経済財政政策担当）、
経済産業大臣


地方交付税法を根拠に意見の申し出を行う場合は、自治体首長から道を通じ総務大臣に対しての申し出となります。申出先も限定されることや地区連合を通じての取り組みとするために地方自治法による意見書としています。
３．意見書提出の進め方
　　市町村議会への意見書の提出手順を一自治体での取り組み例を紹介します。地域で連合推薦・協力議員が不在の場合でも取り組みを進めるように要請します。
　　　①　意見書を作成し、地区連合に持ち込みます。（地区連合で作成する場合もありますので注意）
　　　②　意見書内容を地区連合と協議して決定します。この際、自治労単組より内容の説明を行います。
　　　③　連合推薦議員・協力議員に「説明参考資料」により説明員を調整します。いない場合は⑤での対応。
　　　④　意見書を市町村議会議事運営委員会まで（市町村で相違）に議会事務局に提出。提出にあたっては、表紙（押印したもの）や提出要旨などが求められます。
　　　⑤　提出時に議会事務局に「説明参考資料」により説明します。説明資料を渡しても良いかと思います。
　　　⑥　議事運営委員会において、推薦・協力議員に説明してもらい、本会議提案となるよう尽力頂きます。
以上、④までを議運の日程までに終了するように調整し、万が一のため議会事務局に「いつまで提出するか」を確認した方がよいかと思います。
　　説明資料は、作成次第後日送付いたします。
４．その他
　　総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html）に、「地方公共団体の意見申出制度」についての概要と2002年度以降の処理状況が掲載されていますので、参考として下さい。
以　　上
地方財政の充実・強化を求める意見書（案)
　急速な高齢社会が到来し、国の歳出に占める社会保障関係費の割合は５割を超え、社会保障の機能強化と持続可能性の確保が一層重要となっています。社会保障においては、子育て、医療、介護など、多くのサービスを提供する地方自治体の役割が高まっており、安心できる社会保障制度を確立するためにも、安定した財源の確保が重要です。また、全国の経済状況は依然として停滞しており、地域の雇用確保、社会保障の充実など、地域のセーフティネットとしての地方自治体が果たす役割はますます重要となっています。
　とくに、地域経済と雇用対策の活性化が求められるなかで、介護・福祉施策の充実、農林水産業の振興、クリーンエネルギーの開発など、雇用確保と結びつけ、これらの政策分野の充実・強化が求められています。2012年度政府予算では地方交付税について総額17.5兆円を確保しており、2013年度予算においても、2012年度と同規模の地方財政計画・地方交付税が求められます。
　このため、2013年度の地方財政予算全体の安定確保にむけて、政府に次の通り対策を求めます。
記
1.　被災自治体に対する復興費については、国の責任において確保し、自治体の財政が悪化しないよう各種施策を十分に講ずること。また、復旧・復興に要する地方負担分は、通常の予算とは別に計上すること。
2.　医療・介護、子育て支援分野の人材確保など、少子・高齢化に対応した一般行政経費の充実、農林水産業の再興、環境対策など、今後増大する財政需要を的確に取り入れ、2013年度地方財政計画を策定すること。
3.　地方財源の充実・強化をはかるため、地方交付税の総額確保と小規模自治体に配慮した再分配機能の強化、国税５税の法定率の改善、社会保障分野の単位費用の改善、国の直轄事業負担金の見直しなど、抜本的な対策を進めること。
　以上、地方自治法第99条の規定（あるいは地方交付税法第17条の４第１項の規定）に基づき、意見書を提出する。
　　　2012年６月　日

○　○　○　議　会
【提出先】
内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、内閣府特命担当大臣(経済財政政策担当)、経済産業大臣
けいれん性発声障害（ＳＤ）の研究・治療等の推進を求める意見書（案）
　けいれん性発声障害（ＳＤ）とは、発声時に喉の筋肉が過度に緊張するため声に異常をきたす病気であり、脳の大脳基底核という部分の異常によって起こるジストニアの一種と考えられているが、原因は明らかになっていない。主な症状として、無意識に声帯が閉鎖することにより喉が締めつけられているような話し方になる、声が不自然に途切れる、声が震える、場合により息漏れの多いささやくような声になる等である。
　声をうまく発声できないためＳＤ患者の多くが仕事上の接客、電話、とりわけ学生においては就職活動や面接などにおいて相当な負担を強いられている。また、この病気の一般の認知度は極めて低く、全国的にこの病気の適正な診断・治療を行うことのできる医療機関が少ないことから、現在の患者数は2,000人と言われてはいるが、潜在患者は100倍の20万人とも推定されている。
これらの状況から患者・家族等は大変な苦労を強いられており、全国的な病名認知の取り組みが求められる状況となっている。
　またこのＳＤについて現在行われている治療法としては対処療法に限られるが手術のほか、喉の筋肉の緊張を和らげるボツリヌムトキシン注射がある。注射治療については現在、東京都及び千葉県の一部医療機関でしか実施しておらず、また、1回約3万円の費用で効果は数カ月しかなく定期的に注射を受けるしかないのが現状である。医療費の面においても保険適用外であるため、全国に及ぶ患者は多額の医療費を要し通院にかかる宿泊・交通費の負担も大きなものとなっている。
　よって、国におかれては、以上の現状を踏まえ、下記の措置を講じられるよう強く要望する。
記
1．実態調査を実施するとともに、患者・家族に対する相談及び支援を、また医療機関や学校関係者に病気の周知の体制を確立すること。
2．医療費の負担軽減のため、早期にボツリヌムトキシン注射の保険を適用すること。
3．ボツリヌムトキシン注射を初めとするＳＤの治療ができる医院は少なく、限られた地域でしか治療を受けることができない現状を踏まえ、医師の派遣など遠隔地でも治療が受けられる環境を整備すること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　　2012年６月　日

○　○　○　議　会
【提出先】
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、厚生労働大臣、文部科学大臣
参　考
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